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平成１８年８月３０日 

総 務 部 人 事 課 

 

 

平成１７年度の食糧費、報償費（贈答品に係るもの） 

及び交際費の執行状況について 

 

１ 食糧費、報償費（贈答品に係るもの）及び交際費の予算執行については、その支出が

公費をもって賄われていることを強く認識し、執行に当たっては節度をもって必要最小

限にとどめるべきとの考えから、平成９年２月に予算執行の適正化に係る改善策を定め、

より一層の厳正執行に努めてきたところです。 

 

２ 平成１７年度の一般会計における食糧費、報償費（贈答品に係るもの）及び交際費の

執行状況の概要は、次のとおりです。 

 

（１）食糧費 

執行総額は５，２７５千円で、前年度（１６年度）の執行総額７,１１６千円に比

べ、１，８４１千円（２５．９％）の減となっています。 

執行額の減少については、平成１６年度に実施された「在伯県人会５０周年記念事

業」（９０８千円、国際課）、「青森県・メーン州友好協定締結１０周年記念事業」（４

７４千円、国際課）など、記念式典等を伴う事業が平成１７年度に実施されなかった

ことが主に影響したものと考えられます。 

また、件数は４６件で、前年度の件数６３件に比べ、１７件（２７．０％）の減と

なっています。 

 

（２）報償費（贈答品に係るもの） 

執行総額は、１７，１２８千円で、前年度の執行総額１９，５７１千円に比べ、２，

４４３千円（１２．５％）の減となっています。 

執行額の減少については、平成１６年度に実施された「環境・エネルギー産業創造

特区フォーラム IN 大阪、東京」（８７７千円、工業振興課）などの事業が平成１７

年度に実施されなかったこと、また、「２１世紀を生き抜く青森型農業経営育成支援

事業」（７００千円、構造政策課）、「多面的資源管理型推進事業」（６５７千円、水産

総合研究センター）などの記念品等の贈呈を伴う事業が、平成１７年度に廃止された

ことが主に影響したものと考えられます。 

また、件数は４３５件で、前年度の件数５０２件に比べ、６７件（１３．３％）の

減となっています。 
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（３）交際費 

執行総額は３，５７６千円で、前年度の執行総額４，９３８千円に比べ、１，３６

２千円（２７．６％）の減となっています。 

執行額の減少については、平成１６年度は新潟県中越地震で新潟県へ５００千円、

新潟・福島豪雨で新潟県へ３００千円、福井豪雨で福井県へ２００千円の「災害時知

事見舞金」（１，０００千円、防災消防課）の執行がありましたが、平成１７年度は

対象となる災害が発生しなかったため、同見舞金の執行をしなかったことが主に影響

したものと考えられます。 

また、件数は５６１件で、前年度の件数５８９件に比べ、２８件（４．８％）の減

となっています。 
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＜参考＞ 

 

１ 食糧費の執行状況 

（単位：千円、件） 

相手先別件数 
区 分 

総  額 

（決算額） 
件  数

国 等 その他 

１７年度  ５，２７５  ４６  １  ４５ 

１６年度  ７，１１６  ６３  ２  ６１ 

増 減  ▲１，８４１ ▲１７ ▲１ ▲１６ 

 

区 分 １人当たりの経費 

１７年度 ４．６ 

１６年度 ３．０ 

増 減 １．６ 

 

 

２ 報償費（贈答品に係るもの）の執行状況 

（単位：千円、件） 

区 分 
総  額 

（決算額） 
件  数 

１７年度 １７，１２８ ４３５ 

１６年度 １９，５７１ ５０２ 

増 減 ▲２，４４３ ▲６７ 

 

 

３ 交際費の執行状況 

（単位：千円、件） 

区 分 
総  額 

（決算額） 
件  数 

１７年度 ３，５７６   ５６１ 

１６年度 ４，９３８   ５８９ 

増 減 ▲１，３６２ ▲２８ 
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各部局別食糧費決算額 

 

（単位：千円） 

部局別 ⑰決算額 ⑯決算額 増  減 

総務部 ２５１ ２６０ ▲９

（⑯行政経営推進室） － ０ ０

企画政策部 １，７７０ ４４０ １，３３０

（⑯広報公聴室） － １，７０５ ▲１，７０５

（⑯原子力施設安全検
証室） － ０ ０

環境生活部 ７２ ２４３ ▲１７１

（⑯県境再生対策室） － ０ ０

健康福祉部 ３３５ ４８０ ▲１４５

商工労働部 １，２０３ ９１９ ２８４

文化観光部 １，１１９ ２，３９９ ▲１，２８０

農林水産部 ４９ １４３ ▲９４

県土整備部 ０ ０ ０

出納局 ３５ ０ ３５

議会 ０ ６８ ▲６８

教育委員会 ３３８ ３０６ ３２

警察本部 ４９ ４５ ４

各種委員会等 ５５ １１０ ▲５５

合  計 ５，２７５ ７，１１６ ▲１，８４１

 

※ 平成１７年度の組織改正により、特別対策局（広報広聴室、行政経営推進室、県境再

生対策室、原子力施設安全検証室）は廃止され、同局の業務は、総務部、企画政策部、

環境生活部に引き継がれた。 

※ 千円未満の端数処理により、内訳と合計が一致しない。 
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各部局別報償費（贈答品に係るもの）決算額 

 

（単位：千円） 

部局別 ⑰決算額 ⑯決算額 増  減 

総務部 ７９５ ７０４ ９１

（⑯行政経営推進室） － ０ ０

企画政策部 ５，１０３ ４，３４２ ７６１

（⑯広報公聴室） － ６８９ ▲６８９

（⑯原子力施設安全検
証室） － ０ ０

環境生活部 ４４１ ４７８ ▲３７

（⑯県境再生対策室） － ５ ▲５

健康福祉部 ３，９０９ ２，９７４ ９３５

商工労働部 １，２９５ ２，３５７ ▲１，０６２

文化観光部 ４５２ ４１１ ４１

農林水産部 ２，５６８ ４，５８７ ▲２，０１９

県土整備部 ２９５ ２７３ ２２

出納局 ０ ０ ０

議会 ８２ １７４ ▲９２

教育委員会 １，７４０ ２，１６４ ▲４２４

警察本部 ４６ ３７ ９

各種委員会等 ４０２ ３７６ ２６

合  計 １７，１２８ １９，５７１ ▲２，４４３

 

※ 平成１７年度の組織改正により、特別対策局（広報広聴室、行政経営推進室、県境再

生対策室、原子力施設安全検証室）は廃止され、同局の業務は、総務部、企画政策部、

環境生活部に引き継がれた。 
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各部局別交際費決算額 

（単位：千円） 

 

部局別 ⑰決算額 ⑯決算額 増  減 

総務部 １，１９０ ２，２５７ ▲１，０６７

（⑯行政経営推進室） － ０ ０

企画政策部 ２１ ７ １４

（⑯広報公聴室） － １９ ▲１９

（⑯原子力施設安全検
証室） － ０ ０

環境生活部 ０ １５ ▲１５

（⑯県境再生対策室） － ０ ０

健康福祉部 １８５ ３７１ ▲１８６

商工労働部 ２１９ １８２ ３７

文化観光部 ３４ ８３ ▲４９

農林水産部 ８２ ４４ ３８

県土整備部 ５０ １０ ４０

出納局 ７ ６４ ▲５７

議会 ３６０ ４９２ ▲１３２

教育委員会 ３３７ ４０９ ▲７２

警察本部 １，０８０ ９２９ １５１

各種委員会等 １３ ５６ ▲４３

合  計 ３，５７６ ４，９３８ ▲１，３６２

 

※ 平成１７年度の組織改正により、特別対策局（広報広聴室、行政経営推進室、県境再

生対策室、原子力施設安全検証室）は廃止され、同局の業務は、総務部、企画政策部、

環境生活部に引き継がれた。 

※ 千円未満の端数処理により、内訳と合計が一致しない。 

 


